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１．研究の背景と目的 

欧米等の先進諸国では、都市の人口増加等を背景に、複

数の地方自治体を跨る地理的な範囲での課題解決のための

圏域検討やマネジメント組織の設置が行われてきた。また

近年、課題解決領域は、交通や土地利用分野などから、グ

ローバル化への対応や地域間の経済格差の是正、地球環境

問題への対応など多様化が進んでいる。 
こうした中で、1990年代の英国イングランドでは、首都
ロンドンやイングランド南部に集中した経済を全土に分散

させ、地域の経済振興を促すため、全国９リージョンに「地

域開発公社RDA（Regional Development Agencies）」が設置
された。RDAは、各圏域の関係主体の調整を経て経済戦略
を策定し、中央政府承認を受け、助成金や欧州構造基金等

を事業財源として施策・事業の実行や管理を担う組織とし

て機能した。 
2000年代に労働党政権から保守党・自由民主党連立政権
へと政権が交代すると、従来のリージョナリズムよりもロ

ーカリズム重視のもと、地方分権化が推進されることとな

った。中央政府は分権化の一環として、RDAにかわり、よ
り狭い地理的範囲を対象に、「地域産業パートナーシップ

LEPs（Local Enterprise Partnerships）」政策を導入した。 
LEPsは、RDAと同様に圏域の経済戦略の策定・実行を
担う組織だが、その設置・運営に際して、地域の自主性を

重んじた点が特徴とされている。組織形態については、公

的セクタと民間セクタから構成されるパートナーシップ型

組織とされてはいるが、法等に基づく規制がない点でRDA
とは異なるほか、圏域を構成する自治体も、複数の LEPs
に重複加盟すること等が認められている。一方で LEPは、
戦略的経済計画SEP（Strategic Economic Plan）を策定し、
中央政府の助成金等を活動財源とすることから、中央政府

の承認や、助成金団体としての透明性を確保するためのガ

イドラインが存在するなど、政府の一定の関与もみられる。 
本研究では、政府に示された一定の枠組みの下で設置さ

れた圏域組織 LEPsが実施している地域特性を踏まえた組

織運営実態について、LEPs間の比較検討を通じて把握する

ことを第一の目的とする。 
また中央政府は、ローカリズム重視のもとで、2009年に、
複数の地方自治体から構成される新たな行政組織「合同行

政機構（Combined Authority）」の設置を法制度化し、同機

構と LEPsとの連携により、地域主導で、地域経済振興に

重層的に取り組む枠組みを整備してきた。2016年に法制度

が改正され設置は後押しされているが、圏域から離脱を表

明する自治体もあり、設置済み又は検討中の地域は11に留

まる。本研究では、当該圏域を対象に、LEPs等の既往の圏

域政策の導入実績との関係について、自治構造の観点から

明らかにする。さらに、設置の見送りや再検討中の要因を

公開資料から分析することを第二の目的とする。 
 
２．既往研究と本研究の位置づけ 

LEPs政策に係る初期の既往研究として、G. Bentley 1) や

D. Bailey2)、P. Hildrech3)、P. Swinney4)らがRDAとLEPs政策
を比較し、パートナーシップ型組織による地域経済政策の

有効性や、地域の自立性を高める上での LEPsの地理的範
囲の適切性などを定性評価している。一方で、圏域マネジ

メント組織の地理的範囲が狭くなることで、人的・産業資

源が不足することや中央政府からの助成金を財源とするこ

とで地域産業の強みの発揮や経済面での自立を阻む可能性

があると指摘している。 
LEPs設置後には、E. Cox5)やL. Pugalis6) 7)8 )9 )10 )11 )らがLEPs
や、SEP策定に係るアンケートを行い、SEPが中央政府と
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地方政府との戦略の隙間を埋める機能を果たす一方、計画

策定ノウハウや予算・人材不足、合同行政機構等との連携

不足の解消が必要と指摘した。また、姥浦 12)や大貝 13)らは

個別 LEPの現地調査によって、RDAの廃止の具体的な影

響等を明らかにした他、関 14)は複数 LEPsの運営状況を比

較し、実経済圏設定状況や、民間セクタの主体的な関与の

不足等を指摘している。 
一方、英国イングランドの行財政構造に関しては、石見

15)16)17)が、地方自治制度改革や関連する圏域政策、2010年
政権交代後のローカリズム重視の政策方針を概説している。

また、合同行政機構の設置については、岩崎 18)が 2009年
に第一号として設置されたマンチェスター合同行政機構の

現地調査を行い、当該地域の権限委譲実態をまとめている。

なお合同行政機構は、設置後も地域側と中央政府とが協定

書「デボリューション・ディール」を通じて、権限委譲の

協議を続ける。特に2016年の制度改変によって設置が後押

しされているものの、同年以降の状況は、各地域の協定書

の中央政府のウエブ公表にとどまっている。 
また、先進国内でも中央集権的とされてきた英国では、

1990年代以降、中央政府と地方自治体との間での公共サー

ビス提供の手法としてパートナーシップ政策が重視されて

きた（西山 19)）。塚本 20) や八木橋 21)は、90年代に導入され
た地域再生に係るパートナーシップ政策「LSP(Local 
Strategic Partnership)」を取り上げ、中央政府からの競争的資

金を獲得出来なかったLSPは公共サービスの改善が図られ

ず、地域内で発言力が低下したことなどを指摘し、LSPの
補完機能として「地域エリア協定 LAA(Local Area 
Agreement)」が導入された経緯を解明した。また岩満 22)は

英国のコミュニティ・エンパワメントに係る政策を分析し、

地域再生の為のパートナーシップ戦略の課題は、地方自治

体の政策の担い手であるボランタリー・コミュニティ組織

への権限委譲が進んでいないことや組織の業績への中央政

府の関与が強いことなどを明らかにした。この他、金川 23)

は、LAA が地域団体を統合するパートナーシップ機能を持

つことや、LAA の補完するため、交通や経済振興など複数

の自治体を跨る地域を対象に「複数地域連携協定

MAA(Multi Area Agreement)」が導入されたことを整理した。 
このように、英国イングランドで行われる制度改変や

各々の圏域政策については、国内外の既往研究や、中央政

府による政策資料も示されている。複数の自治体を跨る地

理的範囲での圏域政策がイングランドの地域経済振興に一

定の効果を与えてきたとされるが、合同行政機構が設置済

あるいは検討中の11圏域についてはLEPs等の構成自治体
と機構の圏域が一致しないなど、分権化による地域経済振

興推進のため、従来の圏域政策が機構設置を推進しうるか、

最新の協議書等を用い明らかにする点で新規性がある。 
また、LEPs政策は、RDAと異なり、地域の自主性を重
んじた圏域マネジメント組織として導入され、５年が経過

した。その運営構造に着目し、自主性という観点から比較

分析を行う点に本研究の新規性がある。 

またわが国は、少子高齢化の進展を背景に、経済振興等

による地域の維持は緊急性が高い政策課題とされてきた上、

特に近年、労働力不足も深刻化している。イングランドの

人口構造や地理的特性などは日本と類似性があること等を

ふまえ、LEPsという経済振興を目的とした、複数の自治体
を跨る圏域マネジメント組織の運営実態を明らかにするこ

とが、日本の地方圏における地域経済振興のありかたを検

討する上で有用と考えられる。 
 

３．地域産業パートナーシップ(LEPs)の組織構造 

(1)LEPs政策の特徴と研究対象LEPsの選定 

LEPs政策は、RDAと同様、中央政府により地域経済振
興に係る戦略策定・実行機関と位置づけのもとで導入され

た（表１）。RDAの法人格は法に基づき英国政府外公共機

関とされているが、LEPsには根拠法はなく、公的セクタと

民間セクタからなるパートナーシップ型組織であることの

みが求められ、組織の形態は問われない。また、中央政府

は、地域の意向を重んじることを重視し、具体的には先述

の組織形態の他、圏域設定や意思決定機能なども、LEPs
毎の判断に委ねている。圏域の設定についても、政府は「実

経済圏」としているが具体的な規定はない。また、地方自

治体は、自ら加盟するLEPsを判断出来、複数のLEPsへの
重複加盟も認められている。 

 
表1 LEPs 政策の特性 

項目 RDA の特性をふまえた LEPs 政策の特徴 

根拠 
法等 

■LEPs には設置に係る根拠法はなく、中央政府からは「LEPs は地方
自治体等の公的セクタと民間セクタからなるパートナーシップ型組
織であること」と示された（これに対し RDA は、RDA 法に基づき、英
国政府外公共機関（法人格）として設置されている）。 

■中央政府はLEPsは地域の意向に基づくパートナーシップ組織であ
ることを重視すると示した。但し、政府の助成金や欧州構造基金の配
分・管理団体としての透明性を確保するため、政府はガイドライン
「National Assurance Framework(NAF)」を作成し、各LEP はこれに基
づき「Local Assurance Framework(LAF)」の策定・公開が求められた。 

圏域 
設定 

■LEPs は、実経済圏(Real Economic Area)（地勢、歴史、環境面、経済
面等から互いにつながりのある範囲）に基づき設定される。 

■地方自治体は、加盟する LEPs は自らの判断で決定出来る。（RDA
は中央政府が圏域や各RDA の構成自治体を指定した）。 
[1]自治体が、複数の LEPs へ加盟することも認められた。 
[2]二層制の自治構造を持つ地域では、上層/下層自治体が異なる

LEP に加盟することが認められた。 

戦略･ 
事業 
財源 

■地域の関係主体と調整の上SEP を策定し政府承認を受けると、グロ
ースファンド等の政府補助金を獲得出来る。LEPs はこれを財源に事
業実施主体の選定・事業費の配分・進捗管理等を担う。 

■RDA にかわり、欧州構造基金の申請・管理窓口として機能。 
■地域振興の拠点となる「エンタープライズゾーン」の設置申請権を持

つ（選定後は、ゾーンの整備や民間投資の活発化等を支援）。 
■組織運営費用に関し、当初政府は民間セクタからの獲得を想定して

いたが、多くの LEPが資金難に陥り、現在は政府が運営助成を実施 

意志 
決定 

■理事会（ボード）・事務局長等は、各LEP の策定する LAF に基づい
て選定される。NAF では、民間の意向を重視するため「理事の半数
以上は、民間出身者」と求めている他、理事会の他、民間理事をリー
ダーとしたサブボード等を設置し、ノウハウ活用も可能としている。 

■NAF は、LEPs への地方自治体等の積極的な関与も求めている。圏
域内大都市の自治体の代表は理事に就任するほか、投資理事会や
戦略委員会などを設置し、LEPs への活動貢献が求められている。 

組織 
運営 

■NAF では、運営に自治体が積極的に関与すること、事業や役割分
担を明確化することが求められている。 

■事務局長の下に、職員が雇用される。 

承認 
状況 

■イングランド全土をカバーする形で 39LEPs が政府承認を受け設置 
■SEP は、2014年に政府承認済みとなっている。 

資料）筆者作成  
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表1の通り、各LEPは、中央政府によるNAFをふまえ

てLAFを策定し、組織の透明性を確保しつつ、地域特性を
ふまえた圏域設定や意思決定、組織体制を構築する。 
本研究では、39LEPsの中から、性質の異なるLEPsを事

例選定し比較検討を行う。具体的には、LEPsの規模（自治

体数と人口規模）、自治体の重複加盟の有無、核となる都市

の有無に着目し、サウス・イースト・ミッドランド

LEP(SEMLEP)、ウエスト・オブ・イングランドLEP(WELEP)、
ダービー・ダービーシャー・ノッティンガム・ノッティン

ガムシャーLEP(D2N2)を選定した(1)（表2）。 
対象のうち、人口規模が最大であるD2N2は、構成自治
体の自治構造をみると、一層制と二層制が混在しており、

複数のLEPsに加盟する自治体が19中5を数える点が特徴

である。また二層制地域では、上層自治体（カウンティ）

も下層自治体（ディストリクト）D2N2に加盟している。
これに対してSEMLEPは、D2N2と同様、一層制と二層制

が混在し、11自治体のうち7自治体が複数のLEPsに加盟
しているが、カウンティは SEMLEPには加盟せず、周辺

LEPs側に加盟している。WELEPは一層自治体のみで構成

され、複数LEPsへ重複して加盟する自治体がない(2)。 

 
表2 事例調査対象 

項目 D2N2 SEMLEP WELEP 

圏域人口（万人） 212 174 108 

構成自

治体注

) 

合計 19自治体 11自治体 ４自治体 

自治構
造 

・一/二層制が混在 

・二層制上層自治体
（カウンティ）加盟 

・一/二層制が混在 

・二層制の上層自治
体が未加盟。 

一層制の
みの構成 

 

構造別 15d/2c/2u 7dd/4u ４u 

重複 5自治体 7自治体 重複無し 

主要都市 
ダービー、ノッティン
ガムの２都市 

ミルトンケインズ他 ブリストル 

注）c：カウンティ（二層制上層自治体）、d：ディストリクト（同
下層自治体）、u=ユニタリー（一層制） 

資料）英国国立統計局（ONS）ウエブサイトより筆者作成 

 
(2)研究対象LEPs間の組織運営構造の比較 

本項では、(1)の対象LEPの自主性を重んじた組織運営構
造を明らかにする。具体的には、リージョナリズムからロ

ーカリズム重視へと政策転換が行われた際の中央政府内の

政策評価に係る議論をふまえ、圏域設定、意思決定構造、

組織体制を「組織運営構造」と捉え、国のガイドライン等

NAF をふまえた各LAFと、２度の現地調査を通じて、LEP
毎の特徴を明らかにした。 
考察結果を表3に示すが、圏域設定に関して、「実経済圏」
の解釈は、3LEPsそれぞれに委ねられていることが具体的

に示された。例えばWELEPは、構成自治体は過去の自治

制度上１つの自治体から構成されているが、SEMLEPは
3RDA圏域に跨るなど、圏域内自治体の過去の結びつきな

ども異なっている。 
なお、RDAでは、圏域内に「サブリージョン」が設定さ

れており、これは概ね LEPsと規模が近いものであるが、

3LEPsが設定した実経済圏と、それぞれが属していたRDA
のサブリージョンの設定状況と比較した結果、一致はみら

れなかった。このことからも、LEPsは、地域がそれぞれの

状況に沿って新たに設定した圏域組織といえる。 
次に、意思決定構造に関して、3LEPsの理事数をみると、
各20人弱で、各RDAの理事の人数と同程度である。候補

者選定は、RDAと異なり、それぞれの LAFに基づいて、
代表的な自治体と、圏域内の地域経済産業の実情に精通し

た民間出身者を選出していた。また3LEP とも民間理事は
公募しているが、求める経歴やスキルは、SEPで定めた重
点産業や地域に必要な企業支援施策等をふまえ、LEPs毎に
異なる条件で、原則地域内から選出されている。例えば

D2N2の場合、エンタープライズゾーン振興に関しては不

動産投資家を、また企業支援施策のために地元の弁護士を、

重点産業分野では医療メーカーの勤務者などの理事を公募

している。民間理事の比率は、NAFでは5割以上とされて

いるが、各LAFはこれより高い設定である。このように採

用手順と地域内要件は結果的に3LEPs 共通だが、理事の経
歴や実績に、LEPs毎の特性を反映させている。 
組織体制に関し、組織形態は LEPsにより異なるが、理
事会の意思決定のもと、事務局長下に職員が配置され、特

性をふまえた部門別構成のもとで業務にあたる構造となっ

ている。事務局長には、複数回の転職を経て、地域産業支

援や、都市開発事業等のスキルを蓄積した実務家が選出さ

れている。また職員は 10～60人程度と 3LEPs間で開きが
あるが、全RDAが3600名をこえる職員数であったことを

ふまえると、全体的にLEPsの体制は小規模といえる。 
LEPsに対する公的機関の関与について、NAFでは、理
事に LEPs内の大都市の自治体責任者が就任することや、

加盟全自治体の代表を含む「リーダーボード」や「投資委

員会」等を設置し、圏域内自治体の意思を反映することな

どが示されている。WELEPにおける理事会を核とした意

思決定に対する公的機関の関与を整理すると図１の通りで

ある。LEPsの業務内で公的機関との関係性が強い交通や公

営住宅供給等については、加盟自治体の政策担当者が2委
員会を設置し、理事会の意思決定を支援している。具体的

には、各自治体の戦略間の調整や、事業・地域等の優先順

位の判断、統計データの加工・提示等である。D2N2もこ
れに近い構造をとっている上、LEPsの事務所が市庁舎の一

画に入居しており、担当の往来も容易な中、一体性が強い

環境で組織運営が行われていることが確認された。 
組織の運営は、まず LEPs職員が、SEPに基づく戦略・
事業の実行や、事業実施主体の選定・管理等を中心に業務

に従事する。さらに、自治体の代表や自治体職員は交通等

の経済産業振興に関連したインフラ整備に係る意思決定に

必要な、計画間調整や予算配分等を支援している。なお自

治体職員は、表３に示された職員数に含まれておらず、

LEPsの様なパートナーシップ型の組織では、職員に換算で

きない自治体の働きが運営を支えていることが確認された。 
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D2N2

� ダービーシャー・ノッティンガム
シャー商工会議所と同一地域を圏
域として設定（２カウンティ）。
実際は３経済圏から構成されてい
る。
� ２つの核都市（ダービー市・ノッ
ティンガム市）が存在する。

� LAFにおいて理事は自治体6/民間
理事6/その他公的機関3と規定。
� 実際の理事は17名である。
� 民間理事は地域特性をふまえた期
待的役割を明示し地域内より公募。
面談を行い、経歴やスキルを判断
し確定する。
� 任期は原則３年。

� D2N2は商工会議所の下部組織とし
て設置されている。職員は商工会
議所に雇用される形態をとる。
� 事務所は市庁舎の一画に立地する。

SEMLEP

� イングランドの中央部に位置する
エリアで、東西方面の交通軸の整
備促進を目的に圏域設定を行った。
� 圏域内に中規模都市が分散立地し
ている。又旧RDAの３圏域を含む
地理的範囲が対象である。

� LAFにおいて理事の民間出身者は6
割以上、公的機関出身者は加盟自
治体から7名選出と規定。
� 実際の理事数は20名で、民間理事
は6割以上。
� 理事は公募。民間理事の場合地域
内に事業所を持つことが条件。
� 任期は原則３年で１度まで延長可

� 官民双方からの中立的立場を保つ
為、SEMLEPは有限会社形態である
点が特徴。事務所はクランフィー
ルド大学の企業団地内に立地する。

WELEP

� かつて１自治体であったが自治構
造改革により４ユニタリーに分割
された経緯から自治体間の計画調
整組織（ウエストオブイングラン
ドパートナーシップ（WEP)）が存
在しており、LEPsも同一圏域で設
定している。

� LAFにおいて民間理事は50%以上と
規定、
� 実際の理事は13名（民間理事は9)
� WELEPの戦略分野に合致した人材
を選定するため、理事の期待的役
割を公表した上で公募。選考結果
も全てHPで公開。
� 任期は原則３年。

� パートナーシップ型組織として、
事務所はブリストル駅前再開発地
区内の起業支援施設に入居。

参考）RDA

� RDA法に基づき、中央政
府の出先機関(Government

Office)と同一圏域で設置。
� 加盟自治体は政府が指定
（二層制地域では、上層
/下層自治体は同一RDA）
� 各RDAはｻﾌﾞﾘｰｼﾞｮﾝを設定

� RDA法に基づき、理事は
国務大臣が任命する。全
国から、全国・地域の視
点を持つ者が選定される。
� 半数は民間出身の理事と
されている。
� RDAの平均的な理事数は
20名程度である。

� RDA法に基づき、政府の
政策目的別に設置される
「英国政府外公共機関」
の法人格を持つ。

圏
域

設
定

意
思
決

定
組

織
体
制

（
位
置

づ
け
・

職
員

）

LEPs

表3 LEPs間の組織運営構造の実態比較

� 現事務局長は他地域のパートナー
シップ型組織の事務局長経験を持
ち、都市計画や開発事業分野での
事業経験が豊富な点が評価された。
� 事務局長以下、職員数は10名程度
で運営し職員は地元採用が中心
� 事業・業種別企業支援、欧州構造

基金等の助成、エンタープライズ
ゾーン等主要４分門から構成。

� 事務局長は、自治体や開発公社・
不動産会社等の勤務経験を持ち、
前職はTees Valley LEPﾃﾞｨﾚｸﾀｰ。
� 事務局長以下、職員数は29名。
� 起業や中小企業支援、インフラ整
備等４部門から構成。
� 大企業の立地を活かし29名の特使

(エンボイ)を任命。PR活動等依頼。

� 前事務局長は、民間企業での勤務
経験者でブリストル市のITプロ
ジェクトに転職。後任にWEPのイ
ンフラ担当の組織調整力が評価さ
れ就任。 WEPの広域的な計画調整
機能は、WELEPに活かされている。
� 職員は54名と３LEP中最多。
� 拠点整備、技能支援など６部門か
ら構成。

� 職員数については、徐々
に肥大化し、廃止直前は
9リージョンをあわせて
3600人をこえている（1
リージョンあたり平均
400名）。

資料）筆者作成 
 

図１ WELEP の意思決定構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）網掛けは自治体代表・職員を中心とした意思決定・支援組織 

資料）筆者作成 
 

４．合同行政機構と既往圏域政策との関係性 

(1)既往の圏域政策が合同行政機構設置に与えた影響 

本項では、RDA以降に導入された、複数の自治体に跨る

地理的範囲（サブリージョン）を対象とした圏域政策と、

合同行政機構との関係について、自治構造の面から分析を

行う。圏域政策としては、[1]MAA、[2]シティ・ディール、

[3]LEPs、[4]合同行政機構をとりあげる（表4）。 
まず[1]～[4]に関する公開資料を用い、構成自治体名を把

握し、自治体の構造別に分類した(3)。さらに、[1]～[4]の圏
域構成自治体は、2015年時点の英国統計局（ONS）資料の

自治体分類で突合させた。 
 

表4 サブリージョンレベルの圏域政策の特徴 

 
[1]MAA 

[2]シティ 
ディール 

[3]LEPs 政策 
[4]合同 

行政機構 

期間 ～2008年* ～2012年* 2011年～ 2009年～ 

連 携
方法 

中央政府と地
方自治体間で
協定締結 

中央政府と代
表都市又は中
央政府と LEP
間で協定締結 

中央政府は LEP
の設置承認と、
SEP を承認する 

新たな行政機構
を設置する。 

自 治
体 構
成 

・二層制の上
層自治体と
一層制の自
治体のみ 

・重複協定は
認めず 

・都市か都市
圏単位 

・重複加盟は
認めず 

・全自治体 
・重複加盟可能 
・二層制自治体

では、上層と
下層自治体が
各々選択可 

・二層制の上層/
下層が違う場
合、意思を統
一(2016～) 

・重複は認めず
（2016～） 

内容 

・中央政府の
包括的な助
成金 

・中央政府の
包括的な助
成金 

・税率設定/国
税還付等 

・中央政府の包
括的な助成(運
営費/事業費) 

・欧州構造基金 

・30年間の助成 
・交付金運用を

機構へ移管 
・税率見直しや

国税還付 

軒数 
15件 26 件（２回に

分けて認定） 
39LEP で全土を
カバーしている 

当初の応募34 
進行中11 

注）*:導入機関終了、太い枠線：現行導入中の政策 

資料）筆者作成 
 

表5に、結果を示す。まず、[3]LEPs政策を軸に、[1]MAA
の関係をみると、15MAA のうち 13は、LEPsと完全一致

するか、MAA が LEPsより小規模で１つの LEP内に含ま

れるかいずれかである。残り２は、ランカシャーLEP を構
成する２つのカウンティがそれぞれMAA を締結していた。 
また、LEPs政策では自治体が複数のLEPsに加盟するこ
とを認めており、39LEPsの半数は、複数のLEPsに加盟す
る自治体が含まれている。MAA が設置されていた地域の
LEPをみると、首都ロンドン、SCRLEP（シェフィールド・

シティ・リージョン）LEP、後述のSEMLEPを除けば、複

数のLEPsに加盟する自治体が存在しないLEPであった。 
次に、 [3]LEPs政策と[2]シティ・ディールとの関係をみ

LEPLEPLEPLEP BoardBoardBoardBoard
理事会理事会理事会理事会

WELEP 投資理事会

戦略的リーダー戦略的リーダー戦略的リーダー戦略的リーダー理事会理事会理事会理事会

助 言

計画・住宅・

コミュニティ

委員会

《民間セクタ中心の意志決定機能》《公的セクタ中心の意志決定機能》

人材・職業訓練 投資・広報

中小企業支援 インフラ・拠点整備

セクター（業種別）グループ

ｸﾛｽｶｯﾃｨﾝｸﾞ（政策的横断）グループ

先進工学、航空 クリエイティブ産業

物流サービス 農山村・食産業 等

統合交通

執⾏

委員会

地域交通

事業者

理事会

統合交通理事会

助 言

監視

統合監視委員会

WELEP 事務局

意思決定をふまえた実⾏

報告
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ると、シティ・ディールは26都市・都市圏で協定が締結さ

れている。１度目は都市単位で中央政府と協定を締結して

いるが、２度目は LEPs政策との整合性をとる観点から、

LEPs圏域と一致するよう改編され不一致が存在しない。 
 

表5 LEPs と各圏域政策の重複関係 

[3]LEPs

圏域人

口

重複

自治

体有

1)ブラックカウン

ティ

115 - ティーズバレー W2 ウエストミッドランズ

2)バッキンガム 51 ●

3)チェシャー 91 -

4)コースト　トゥ

キャピタル

194 ● W2

5)コーンウォール 54 - コーンウォール

6)コベントリー 87 -

バーミンガム・コベント

リー・ブラックカウンティ

W2 ウエストミッドランズ

7)カンブリア 50 -

8)D2N2 212 ● W1 シェフィールドCR

9)ドーセット 75 -

ボーンマス・ドーセッ

ト・プール

W2

10)エンタープライ

ズＭ３

164 ●

11)グロースター 60 -

12)グレーターバー

ミンガム

196 ●

バーミンガム・コベント

リー・ブラックカウンティ

W1 ウエストミッドランズ

13)グレーターケン

ブリッジ

138 ● W2 イーストアングリア

14)グレーターリン

カーン

105 ●

グレーターリンカーン

シャー

15)グレーターマン

チェスター

270 -

グレーターマンチェス

ター

W1

グレーターマンチェス

ターCA

16)ハートオブサウ

スウエスト

168 - W2

17)ハートフォード 113 ●

18)ハンバー 92 ● W2

グレーターリンカーン

シャー

19)ランカシャー 147 - W2

20)リーズ 297 ●

リーズシティリージョ

ン

W1 ウエストヨークシャー

21)レスター 99 -

レスター・レスター

シャー

W2

22)リバプール 151 -

リバプールシティリー

ジョン

W1 リバプールCR

23)ロンドン 831 ● オリンピックバラ

24)ニューアングリア 160 ● W2/W2 イーストアングリア

25)ノースイースタ

ン

194 - タインアンドウエア W1/W2 ノースイースト

26)ノーザンプトン 70 ●

27)オクスフォード 66 ● W2

28)シェフィールド 174 ● サウスヨークシャー W1 シェフィールドCR

29)ソレント 156 ●

アーバンサウスハン

プシャー

W2

30)サウスイースト 402 ● W2

31)サウスイースト

ミッドランド

174 ● ノースケント -

32)ストックオントレ

ント

110 ● W2 ウエストミッドランズ

33)スィンドン 69 - W2

34)ティーズバレー 66 - ティーズバレー W2 ティーズバレー

35)テムズバレー

バークシャー

87 - W2

36)ザ・マーチ 66 -

バーミンガム・コベント

リー・ブラックカウンティ

ウエストミッドランズ

37)ウエストオブイ

ングランド

108 -

ウエストオブイングラ

ンド

W1

ウエストオブイングラ

ンド

38)ウスター 57 ● ウエストミッドランズ

39)ヨークアンド

ノースヨークシャー

114 ● ウエストヨークシャー

[4]合同⾏政機構[1]MAA

[2]シティ

ディール

 
注）[1][2][4]部分のセルの黒い網掛け：[3]LEPs の圏域と完全に一致

した場合。黒文字：一部圏域が[3]LEPsと一致した場合。[3]部分の
セルの黒い網掛け(15,22,25,37)：[1][2][4]の圏域が一致した場合。 

資料）各LEPs／デボリューション・ディールウエブサイト、英国政府ナ

ショナル・アーカイブサイトより筆者作成 

最後に、[4]合同行政機構 11圏域で導入されてきた圏域
政策をみると、[1]MAA、[2]シティ・ディールといった、

中央政府と地方自治体が協定締結を行って権限を委譲する

枠組みの実績があることが確認された。一方、[3]LEPs政
策との関係をみると、11圏域は、複数のLEPsに加盟する
自治体が存在しない LEPsと圏域が一致する。この他、１

つのLEPsの地理的範囲内で、複数のLEPsに重複して加盟
する自治体を除いた自治体の圏域と一致する場合が存在す

る。なお、LEPs政策において、複数のLEPsに重複して加
盟する自治体は、ディストリクト、もしくは一層制のユニ

タリーである 14）。したがって、二層制の地域では、カウン

ティと、ディストリクトが同じLEPsに加盟している場合、

自治体間の垂直的な調整が不要となることなどから、その

後の合同行政機構の検討に進みやすいと考えられる。 
これらより、イングランド全土に導入されたパートナー

シップ政策[2]LEPsは、それより以前に [1]MAA を導入し
た実績を持つ場合、同一圏域で LEPsを設定し、自治体が
複数の LEPsに加盟しない状況を作り出せていると考えら

れる。また、[4]合同行政機構は、[1]MAA や[2]シティ・デ

ィールなどの協定締結を伴う圏域政策の実績を持つ地域ほ

ど、設置や検討が進んでいる。一方、パートナーシップ型

組織である LEPs政策は、合同行政機構と圏域の地理的範

囲が必ずしも一致しないが、二層制の地方自治体のカウン

ティとディストリクトが同じ LEPsに加盟すると、合同行

政機構の設置に結びつきやすいことが示された。 
 

(2)合同行政機構の設置検討状況と阻害要因の把握 

本稿では、機構設置済みもしくは検討中である11圏域に

ついて、2016年１月の法改正後、機構設置の再検討や見送

り等の問題が生じた圏域について、設置の阻害要因を把握

した。11圏域中、7圏域で見直しや見送りが生じていた。 
これらは、2016年の法改正後、合同行政機構内に強い主

導力を持った「メトロメイヤー」の設置が求められ、この

ために地方自治体毎に議決を行った圏域と、議決以前の段

階にある圏域とに分けられる。前者はさらに、議決により

設置を見送ったケース(a)と、一部の自治体等による再検討

したケース(b)分類される。議決の前の段階で問題が生じた

ケースを(c)とする。(a)(b)では、メトロメイヤーの設置が、
合同行政機構内の自治体に、リスクとなる或いはインセン

ティブがないことが設置の阻害要因となっている。リスク

と捉えられた例として、グレーターリンカーンLEPの核と

なる都市で、圏域内での投資の分散が不安視された他、ウ

エストミッドランズLEPやウエスト・オブ・イングランド

LEPでは、小規模な自治体が大都市への投資集中を不安視

して否決している。この他に、参加インセンティブがない

例として、ノースイースト LEPsでは、広域インフラ整備

の予定がなく否決されている。このように、2016年の改正

で、合同行政機構に強く一体感を持たせる枠組みが導入さ

れたことは、地方議会の賛同を得にくい状況をもたらして

いると考えられる。また、議決以前に生じた問題として、
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二層制をとる地域で、カウンティとディストリクト間で、

加盟を希望する合同行政機構が異なったケースが生じてい

る。現地調査対象のシェフィールド・シティ・リージョン

合同行政機構は、2014年度に機構創設済みだが、2016年以

降に隣接するD2N2が、LEPと同一圏域での合同行政機構

の設置を検討した。D2N2 内の一部のディストリクトは、

経済圏が同一のシェフィールド側の機構に既に加盟済みだ

ったが、D2N2 側の機構加盟を希望するカウンティと加盟

意向が異なったため、最高裁に異議申立が行われ、検討が

長期化している。このほか、WELEPの様に、LEPsの圏域
内の自治体は元々１自治体であり結びつきも強かったが、

最小自治体が合同行政機構の参加を否決し３ユニタリーで

再検討している。 
 

表6 合同行政機構の設置を見直し中の圏域と要因 
検討状況 対象LEPs 見直し要因 

①見送り(公選市
長設置の議決結
果） 

◇ｸﾞﾚｰﾀｰﾘﾝｶｰﾝ 
◇ﾉｰｽｲｰｽﾄ 

＊中心都市側が予算配分不安視 
＊インフラ整備計画がない小規
模自治体が予算配分不安視 

②議決結果による
自治体の脱退に
伴う見直し 

◇ｳｴｽﾄﾐｯﾄﾞﾗﾝｽﾞ 
◇ｳｴｽﾄｵﾌﾞｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ 

＊小規模自治体が予算配分不安
視 

◇ｲｰｽﾄｱﾝｸﾞﾘｱ ＊３LEPs に跨る地理的範囲での
機構検討から設置を見送り 

③ﾃﾞｨｽﾄﾘｸﾄの加盟
をｶｳﾝﾃｨが意義
申立 

◇SRECR（D2N2) ＊D2N2 のディストリクトが
SCRCRへの加盟を希望（最高裁
による見直し判決） 

資料）LEPs・各デボリューション・ディールウエブサイトより筆者作成 
 
５．考察 

■LEPsの運営構造についての3LEPsの比較検討を通じ、 
・実経済圏は、中央政府が設定した RDA のサブリージョ

ンとも異なり、地域特性をふまえ新たに設定されている。 
・理事会は RDA と同規模程度で組成され、地域内の意思

を反映しやすい枠組みとなっている。理事会への民間理

事の登用に各 LEPsが積極的である。その選定は公募で

あることは各 LEPs 共通だが、地域の産業経済特性や

LEPsの事業・支援内容等に基づき理事に求める経歴やス

キルを公開し地域内から公募しており、異なる地域課題

の解決ノウハウを運営へ取り入る工夫がなされている。 
・組織運営は、多数の職歴を持つ実務家が転職し事務局長

に就いており、職員も RDA と比べると小人数体制であ

る。一方、交通や住宅政策等を中心に、当該自治体の政

策担当者が、意思決定に必要な作業に対応している。中

央政府は、パートナーシップ型組織 LEPsに対する公的
セクタの積極関与を求めているが、可視化されない自治

体職員の働きにより運営が維持されている可能性がある。 
■合同行政機構の設置・検討中の11圏域を対象に既往のサ

ブリージョンでの圏域政策との関係性を把握した結果、 
・MAA やシティ・リージョン等の中央政府と地方自治体

との協定に基づく圏域政策の実績がある地域では、合同

行政機構の設置の議論が進んでいることが示された。 
・合同行政機構の検討圏域は、LEPsの圏域と必ずしも一致

せず、過去の圏域政策が、行政機構の設置を促すとは言

い難いことが示された。一方、複数の LEPs に加盟する
自治体がない LEPsや、カウンティ・ディストリクトと

も加盟している LEPsは、機構の検討も進む可能性があ

ることを示した。 
■合同行政機構設置の見送り・見直しの要因として、 
・2016年の制度改変後、自治体の議決段階で否決に至った

ケースでは、予算配分の圏域内偏在リスクや参加インセ

ンティブの弱さ等が要因であった。また、議決の前に自

治体間の垂直調整が難航し長期間化する圏域が存在した。 
・LEPs政策では、地域の実情を活かした圏域設定や活動が

実行されてきたが、合同行政機構の場合、強い主導力を

求める方向での制度の改変も加わり、過去に圏域政策が

存在した地域でも、自治体間の水平・垂直調整が難航し、

検討が長期間化する可能性が高いことが示された。 
・2016年5月に、英国は、EUからの離脱を表明した。今

後、国内外資企業の立地戦略等や雇用構造等も変化し、

同国の産業経済政策も転換期を迎える。これらの下で変

化する地域経済の牽引役 LEPs等の役割を抑えながら実

効性を評価する必要がある。さらに、日本での地域経済

振興に係る圏域組織の導入可能性を探る事が必要である。 

【補注】 
(1)現地調査：１回目＝2014年11月（同年3月に全LEP のSEPが中央政府承認を受け本

格始動）。２回目＝2016年5月（合同行政機構に係る制度改正後）。訪問先は3LEPs の担
当者他、圏域政策を所管する内閣府（Cabinet Office）City & Local Growth Unit。また2016
年には、SCRCA（Sheffield City Region Combined Authorityも対象とした。 

(2)SEMLEPは、2016年9月に、隣接するノーザンプトンLEPと統合した（統合第一号） 
(3)自治体名の把握について：MAA に係る資料は、英国中央政府の整備した政策アーカイ

ブサイト を活用した（MAA政策の2008年時点のサイトを使い、15のMAA導入自治体名
を把握）。シティ・ディールの導入都市は、DCLGウエブサイトから把握した。LEPs は各ウ
エブサイト、合同行政機構は、協議書「デボリューション・ディール」から確認した。 
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